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復旧・復興、私有財産の回復、自助・共助・公助、 

地方自治体によるイニシアチブ、ローカル・ガバナンス 

 

阪神・淡路大震災からまもなく 25 年を迎えるとともに、次の巨大災害への備えを進

める中で、阪神・淡路大震災復興基金とガバナンスについて考察した。公的支援は万人

を対象とする公益の回復のためにあるとの考え方が根強い中で、被災者の財産や営利活

動に対する支援のあり方が問題となった。新たに登場したボランティア活動等共助を支える仕組みもな

かった。そうした状況下で、被災地の兵庫県や神戸市は、自ら新しい仕組みを検討せねばならなかった。  

復興基金の枠組みについて、財源は、被災自治体自ら地方債を発行して得た資金の利子を活用した。通

常の予算執行とは一線を画するため、財源の受け皿となる財団法人を設立し、民間事業と位置付けた。平

成 7年度当初開設に間に合わせるため、発災から約 2か月で政府や金融機関からの協力等も取り付け、財

源の規模、支援の対象・事業を決定した。 

具体的には、住宅再建、生活再建、産業再建、教育・文化再建、教訓の継承等のための支援事業を展開

した。その特色は以下のとおり。1)住宅や生活といった個人資産やプライバシーに関わるものに支援し

た。2)ボランティアや NPO/NGO を後方支援するとともに行政との協働事業も実施した。3)国の協力が得ら

れない中で、新産業誘致のため県市独自で地方税減免を図り復興基金で補助金を上乗せした。4)民間の財

団事業としたことで被災者に寄り添う迅速かつ柔軟な支援ができた。5)復興基金で被災者支援を試みた

ことが、後の制度化や法制化につながった。復興基金という使い勝手の良い財源を使い、被災自治体主導

で被災者に対する一方踏み込んだ公的支援を実施することができた。 

災害に強い社会をつくるためには、行政だけでなく、企業、NPO/NGO、学校、コミュニ

ティ等社会を構成する多様な主体が連携、協働する必要がある。ガバナンスは「統治」

よりも「協治」と訳した方がわかりやす

い。国が全国一律に行う標準的なサービスよりも、現場の

状況に応じて実施するローカル・ガバナンスの方が、役割

分担してそれぞれの長所を出し合えるので、より効果的

な支援を行うことができる。 

復興基金はそのための財源であり、被災地主導のロー

カル・ガバナンスを推進する上で有益なツールであった。

国で解決策を提示できなくても、自治体に市民、支援者、

専門家が加わり、自助・共助・公助が連携した支援策を展

開した（図 1参照）。昨今の厳しい行財政状況を反映し、

国への依存が高まっているが、被災者支援にあたっては、

ローカル・ガバナンスの特色を生かしたボトムアップ型

の「創造的復興」を推進することが求められる。 

 

 

 
【意義・特色】 

・ 被災者の個人資産、プライバ
シーにも支援 

・ 自助・共助を後方支援 

・ 企業活動（営利行為）への特
別な配慮 

・ 民間事業として柔軟に執行 

・ 後の制度化につながる試み 

【考察】  
復興基金

は ロ ー カ
ル・ガバナ
ンスを推進
する有用な
ツ ー ル あ
る。 

図１:復興基金の意義・特色 

 【新しい枠組み】 
・ 通常予算とは異なる

財源確保 
・ その財源を民間財団

に譲渡 
・ 民間事業として執行 

【支援の対象】 
・ 住宅再建 
・ 生活再建 
・ 産業再生 
・ 文化・教育再建 
・ 教訓の継承 


